




Challenges for middle-sized cities such in Establishing Child Guidance Centers:
Challenges and vision in Nara City of Child Guidance Center Preparing to Install
INOUE Takashi
Abstract :  This study is about the middle-sized city establishes a child guidance center. The leading 
municipalities that will become models are Kanazawa City and Yokosuka City. For the past 10 years there are 
no municipalities that established child guidance centers other than two cities. However, if local governments 
consider a new installation that incorporates the preceding municipal system, it can not be successfully operated. 
At first, I thought that the relationship between urban and local cities has unique issues related not only to 
population size. Large city, city, urban suburban, small city. I compared two cities with similar population sizes 
and proved that there are regional differences. Secondly, I revealed the structure of the problem challenging 
centers in middle-sized cites. Thirdly, I proposed the plan and potential challenges of the Nara City child 
guidance center.
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要旨：中核市が児童相談所を設置する場合、モデルとなる先行自治体は、金沢市と横須賀市である。
この 10 数年間、2 市以外に児童相談所を設置した自治体はない。しかし、新たに設置を検討する自
治体が、そのまま先行自治体のシステムを取り入れても、うまく運用できないことに気づく。まず、
都市、地方都市には、人口規模だけでなく特有の課題があると考え、大都市型、都市型、地方都市県




は じ め に




平成 29 年度に全国の児童相談所が受理した児童虐待相談対応件数（速報値）は、前年比 109.1％増の 133778 件
であると、平成 30 年度の全国児童福祉主管課長・児童相談所長会議において発表された。平成 2 年に統計を取り
33
始めて以来、過去最多を更新し続け、ついに 121 倍を超えた。1）もはや、小手先だけの体制強化では、現状の児童








平成 16 年と平成 28 年の児童福祉法改正を踏まえ、平成 31 年 4 月に、周到に準備をした明石市が、児童相談所







平成 16 年に児童福祉法が改正され、国は、中核市の児童相談所の量的増加を見込んだ。10 年前を起点として、
平成 20 年 4 月の児童相談所の設置数は、197 ヶ所、平成 30 年 4 月現在の設置数は、211 ヶ所である。この期間に




平成 20 年度（平成 19 年度実績）に国が発表した児童相談所の児童虐待相談対応件数は、40639 件、平成 30 年
度発表（平成 29 年度実績）同件数が 133778 件である。児童虐待は、10 年前と比較すると約 3.2 倍以上増加している。






平成 14 年 平成 19年 平成 24 年 平成 29年 伸び率
児童相談所設置数 182 197（2） 207（2） 210（2） 1.07倍
児童福祉司数 1627 2263 2670 3252 1.44倍




の 2 市以外、設置する中核市の自治体はない。川並（2017）は、中核市 2 市の自治体について、既に、安定的運
営の基軸にのっていると、その実態を報告している。3）
中核市が、新たに児童相談所設置する際には、財政面・人材養成等のさまざまな課題を抱えた出発である。設
置から 10 数年を経過し安定的運営が行えるようになったのは、2 市自治体の並々ならぬ努力や工夫、そして、一
元化のメリットによってもたらされるものも大きい。しかし、一元化のメリットを活かすことのできる中核市の













これまでに、児童相談所設置にかかる課題点は、調査されなかったのであろうか。平成 28 年 5 月に全国の中
核市及び特別区を対象にした児童相談所設置にかかる意向について、アンケート調査を実施した結果がある。中
































が進んだ。人口 20 万人以上であれば、中核市への移行が可能となった。（平成 27 年 4 月 1 日施行）つまり、人口
20 万以上の市は、すべて、中核市になることができ、平成 16 年の児童福祉法第 59 条の 4 第 1 項の適応を受け、
児童相談所を設置することのできる市が増えたことを意味する。





平成 30 年 6 月に厚生労働省が調査した「児童相談所の設置に向けた検討状況」（中核市 52 市を対象）によれば、
中核市では、「設置する方向」2 市、「設置方向で検討中」2 市、「設置の有無を含めて検討中」19 市、29 の中核市は、
設置の検討をしていない。一方、特別区（23 区）では、「設置する方向」と回答したのは 15 区、「設置の方向で検討中」
は 7 区、設置を検討していない 1 区のみであった。5）







考え方の整理をするために、地方都市型・県庁所在地型地方都市・都市型・大都市型の大きく 4 類型にして（表 3）
を作成した。




り上げる奈良市は、（表 3）の 4 類型において、三大都市圏にあるため 30 万人以上の都市型の児童相談所とした。
既に、中核市で児童相談所を設置している横須賀市は、人口 40 万以上の都市型のカテゴリー、金沢市は、人口
40 万人以上の地方都市県庁所在地型のカテゴリーに入る。なお、平成 31 年児童相談所を設置する明石市は、現在、
わずかながら人口 30 万人を切るが、子育て世代を含め人口が増加している市であるため 30 万人都市型カテゴリー
の類型とした。
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この 4 つの類型の必要性をわかりやすく説明するために、人口 20 万人規模の地方都市県庁所在地型の青森市と
都市型の大阪府八尾市の平成 28 年度実績の児童虐待相談対応件数を比較するために、（表 4）を作成した。
人口規模では、ほぼ同じ青森市（児童虐待および入所児童数は東津軽郡を含む）と大阪府八尾市を比較してみ
ると、児童虐待相談対応件数は、2 倍以上の差がある。また、1 年間に児童福祉施設に入所した児童数は、青森市




都道府県単位になるが、大阪府（平成 28 年度実績）では、児童福祉法第 28 条請求件数 42 件、親権喪失 1 件、




けられることは稀であり、親族らが養育する傾向が強いと報告を受けた。平成 23 年 4 月 26 日の新聞記事によれば、
岩手県内では、震災による孤児が 57 人、全ての児童が親族のもとに身を寄せているとある。6） ここには、地域の
特徴として、自助・共助よる基盤があり、親族等で支える考え方が背景にあろう。
（表 4）青森市と大阪府八尾市の人口及び児童虐待対応件数の比較表







青森市 281920 39937 14.1％ 234 件 15
都 市 型 八尾市 268013 42038 15.7％ 515 件 53











































































奈良市は、平成 30 年度より奈良県の児童相談所に 8 名の職員を派遣している。金沢市の場合は、設置の前年度の
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